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研究成果の概要（和文）：本研究は、欧州の研究コミュニティを中心に発展を見せている「実践としての戦略(SaP)」
の実証的、理論的発展を目的とし実施された。また、こんにちのSaPの議論が戦略をどの位相で捉えるのかによって全
く異なった展開を見せているため、それらの整理検討も視野に入れて行ってきた。具体的内容としては、(1)既存の戦
略論のアプローチであるプロセス論の延長としてSaPを捉える視点、(2)企業実践における規範としての制度を梃子とし
た戦略の視点、(3)企業が「戦略」という言葉を用いることでどのような実践を可能にしているのか、そして(4)戦略論
が企業の戦略実践の中でどのように構築されてきたのかについて検討を行った。

研究成果の概要（英文）：In this research project, we examined 4 aspects of "Strategy as Practice; SaP" stu
dies as follows; (1)the viewpoint as development of the process theory that is the approach of the existin
g strategic management, (2)the strategy that leverage the institutions as norm of the firms practice, (3)b
y using the word of "strategy", what kind of practice do the firms become possible, and (4)how has the str
ategic management been constructed in the strategic practice of the firms.
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１．研究開始当初の背景 
 
 戦略研究はこれまで内容学派とプロセス
学派の大きな 2つの流れから研究が進展して
きた。 
 前者は、企業にとっての良い戦略の内容を
探索するものであり、外部環境と戦略行動を
検討する Porter(1980) や、 Barney(1991, 
2002)などの社内の経営資源と企業の戦略行
動の関係を議論する資源ベース論(RBV)など、
今日の代表的な戦略研究として知られる。し
かしながら、桑田(2007)によれば、こうした
議論は規範論としての含意を求めてしまっ
たために、必ずしも現実に有意義な含意を持
つとはいえないという欠陥を抱えている。な
ぜなら、研究者が第三者的立場から成功した
企業の戦略行動を描いたとしても、それは現
実の経営者が使っている論理と一致する保
証はないし、さらには当該の戦略内容が客観
的な合理性を持っていたとしても、限定され
た合理性しか持ちえない経営者に対して「合
理的な戦略内容」を実行できるとはいえない。 
また、理論を現実に合致させるために細分

化し、全社戦略、競争戦略、そして機能別戦
略に代表されるようなラベリングを行い、理
論の説明可能性を高めることを行ったとし
ても、そのラベル自体が正統である理由は存
在しない。そのため内容学派においては、「誰
のための戦略なのか」という問題が常に生ず
ることとなる。すなわち、現実の戦略決定は
当該組織の文脈の中で生じているにもかか
わらず、内容学派は説明可能な組織行動のみ
を抽出して、「戦略」としているといえる。 
 こうした内容学派の戦略研究としての理
論的課題に対し、現実の戦略行動に対して記
述的に挑もうとしたのが、後者のプロセス学
派であった。プロセス学派は、限定合理的で
高度に不確実性が存在する状況下で戦略的
意思決定を行う経営者に焦点を当てる。プロ
セス学派は、Ansoff(1965)に遡ることができ
る経営学独自の記述モデルである。つまり、
経済学的な投資決定とは本質的に異なった、
専門経営者による戦略策定プロセスに注目
しようとするものである。プロセス学派では、
環境を多義的なものとして解釈しつつ、専門
経営者が次第に新しい一義的な理解へと収
斂させていき、環境の新しい意味や戦略的な
問題を確定していくことを前提に研究が進
んでいった。 
 しかしながら、専門経営者による戦略策定
プロセスから導き出された分析ツールにも
限界があった。なぜならプロセス学派は、戦
略を策定するプロセスに注目しつつも、その
分析を通じて導かれる分析ツールは、戦略形
成過程において本来は複雑で非定形的な存
在であったはずの組織文化、組織構造、そし
て外部環境などを、論理的に分析可能な構造
に置き換えて構築されてしまっているため
である。すなわち内容学派と同様に、分析す
ることが可能な良構造問題を前提としてし

まっているのである。 
 本研究において注目してきた「実践として
の戦略(Strategy as Practice; SaP)」は、こう
したそれまでの戦略研究が内容学派だけで
はなく、プロセス学派にも理論的課題が残さ
れていることを受けて、第三の視点として提
示されたものである。それは内容学派とプロ
セス学派には共通した前提があり、それは、
規範的であろうと記述的であろうと、最終的
には研究者によって「良い戦略」がかたどら
れてきたということである。このような前提
の下での戦略研究は、「企業はどのような戦
略を持つか」という問いが導かれてしまうの
である。 
 換言すれば、既存の戦略研究は、内容学派
であってもプロセス学派であっても最終的
には戦略を規範的に語り続けてきた。しかし、
戦略とは研究者が特権的に用いる言語では
なく、企業の当事者が用いる言語でもある。
だが、既存研究においては、企業の当事者の
実践に研究者の意図を滑り込ませることに
より戦略を形作っている。 
 
２．研究の目的 
 
上述の研究開始当初の背景に基づき、本研

究では、近年、社会科学諸理論で議論されて
いる「実践的転回」がいかに経営戦略論に展
開可能かについて理論的、実証的に示すこと
を目的として設定した。戦略論では、2000
年前後から SaP の議論が、とりわけ欧州の研
究コミュニティ(例えば、European Group of 
Organizational Studies; EGOS)で発展を見
せている。SaP とは、Porter や Barney のよ
うな経済学的な含意に留まらず、実践を通じ
た「人々の振る舞い(people do)」として戦略
を捉えることで、経営学として独自の戦略論
に関する理論基盤やレリバントな研究含意
を見出す方法論を検討しようとする一連の
研究群のことを指す(Johnson et al., 2007)。 
しかしながら、SaP の議論は、戦略をどの

位相で捉えるのかによって全く異なった研
究の展開を見せる。具体的には、(1)既存の戦
略論のアプローチであるプロセス論の延長
として SaP を捉える視点、(2)企業実践にお
ける規範としての制度を梃子とした戦略の
視点、そして(3)企業が「戦略」という言葉を
用いることでどのような実践を可能にして
いるのか、という視点が存在する。 
このことから本研究では、上述の 3 つの観

点から考察することで既存の SaP 研究の多
様性を整理するとともに、なぜこのようなさ
まざまな研究視点が生じてきたのか、すなわ
ち、(4)戦略論が戦略論の実践の中でいかにし
て構築されてきたのかという視点について
も考察することも研究目的として設定して
いる。 
 
３．研究の方法 
 



先述の研究目的の 4つの観点を明らかにす
るために以下の方法に基づき具体的検討を
行った。 
(1) プロセス論としての SaP 
戦略論の代表的なアプローチであるプロ

セス論を精緻化する立場から捉えられる
SaP 研究について、内容学派の問題点を指摘
するとともに専門経営者の意思決定問題を
問い直す理論的意義を示すことについての
理論的意義についてサーベイする。それとと
もに、このような理論的意義の一方で、戦略
の審級者としての研究者がなぜ滑り込んで
いったのかという問題(滑り込み問題)につい
て理論的に検討した(平成 23 年度実施)。 
(2) 制度としての戦略 
企業が参照する規範としての制度が同一

の行動を生み出すとは限らない。むしろ、多
様な利害に基づき制度を読み解き、多様な解
釈とそれに基づく行動が生ずる。その際、当
然ながらその制度に基づいた戦略行動も生
ずるし、またその制度の裏を読み解く戦略的
な行動も生ずる(Levy and Scully,2007; 松
嶋・水越, 2008)。そのため、制度を企業の実
践のうちに捉えなおし、そこで可能になる戦
略の多様性について示すことが必要になる。
このことについて企業に対するインタビュ
ー調査を中心に実施した(平成 24 年度実施)。 
(3) 企業の正統性を担保する「戦略」の戦略
的利用 
平成 23 年度で既存の戦略論の批判的検討

を行ったが、その一方で企業は「戦略」を語
ることにより自身が優位になるように戦略
的に「戦略」を用いている。この、正統性を
担保するための「戦略」の戦略的利用につい
て企業に対するインタビュー調査を中心に
実施した(平成 24 年度実施)。 
(4) 戦略「論」の実践 
上述の(1)～(3)の特徴の背景には、適切な戦

略の設定こそが組織のパフォーマンスを向
上させるという前提が存在しているためで
ある(Chandler, 1962)。例えば、新しい戦略
により新しい組織がつくられ、それにより経
済が発展するという Chandler の記述は、ま
さに戦略には合理性バイアスが存在してい
ると言える。つまり、研究者が用いる戦略と
いう言説にはそもそも合理性が存在してお
り、それは観察者である研究者が戦略と認め
ることにより戦略論として成立するという
考えが暗黙的に形成されているのである。 
さらに、Porter の競争戦略論の出現以降、

ある戦略が「優れたもの」か、または異なる
のかについては、組織のパフォーマンス、と
りわけ収益性であると考えられるようにな
っていった。すなわち、他社よりもより高い
収益性を獲得している状態を競争優位性と
呼び、競争優位性の獲得のために取り組むべ
き事業と活動内容を規定することが戦略論
における「正しい」姿であるとされ (e.g. 
Porter, 1980, 1985, 1996; 三品, 2004)、それ
をよりよく実現することが有効な戦略論で

あるとされていった。そのため、戦略論自体
にはどのような規範が潜んでおり、そしてど
のようにそれが強化、または喪失されたのか
について戦略論の学説史を追うことにより
明らかした(平成 25 年度実施)。 
 
４．研究成果 
 
 本研究は前項で示された研究方法に基づ
いて実施され、以下の成果を示すことができ
た。 
まず、(1) プロセス論としての SaP につい

ては、主に雑誌論文①および学会発表①にお
いて、内容学派の問題点を指摘するとともに
専門経営者の意思決定問題を問い直す理論
的意義についてサーベイした。またこのこと
とともに、戦略の審級者として研究者の戦略
実践への滑り込み問題についても批判的に
検討を行った。 
 次に(2)企業実践における規範としての制
度を梃子とした戦略、及び(3) 企業の正統性
を担保する「戦略」の戦略的利用、について
は主に雑誌論文③、④、学会発表⑤、⑥で検
討を行った。具体的には、企業経営者、技術
者、研究者は、近年、実務家を中心として発
展を見せている「高信頼性組織 (High 
Reliability Organization; HRO)」という用語
を用いることでどのような行為を可能にし
ているのかについて、長期間にわたるインタ
ビューを通じて明らかにした。我々の調査で
明らかになったことは、経営者は自らの意思
決定の正統性を担保するためのツールとし
ての「HRO」であり、技術者は経営層を説得
するツールとしての「HRO」であった。さら
に研究者は調査を実施する際の障壁をクリ
アするために「HRO」を用いていた。 
 最後に(4)の戦略「論」の実践については、
主に雑誌論文⑥および学会発表④によって
示された。具体的には、戦略論において研究
者が用いる「戦略」言説と、実務家が用いる
「戦略」とでどのような関係性が存在するの
か に つ い て 、 Ansoff, I., Porter, M., 
Mintzberg, H.らの議論を対象に批判的に検
討を行い、戦略論に内在する規範とその変
化・喪失について検討を行った。 
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